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議事内容： 

 

（松村 国土強靱化担当大臣） 

ただいまから、第 19回国土強靱化推進本部を開催いたします。 

本日の本部会議は、冒頭より公開での開催となります。 

今年も全国各地で自然災害が相次いで発生しております。災害が激甚化、頻発

化する中で、国民の生命・財産を守り、災害の被害に遭う方を、一人でも減らす

ことは、我々の使命であります。 

本年７月に新たな国土強靱化基本計画が決定され、本計画に基づき、国土強靱

化の取組が進められており、「５か年加速化対策」の着実な推進により、全国各

地で被害を抑制する効果が確実に積み上がっているところであります。 

本日は、本年の災害に対する国土強靱化の取組による効果及び今後の取組の

方向性について報告・共有するとともに、関係大臣から国土強靱化の取組につい

てご報告をいただき、これらを踏まえた今後の対応方針について、岸田総理から

ご指示をいただきたいと考えております。 

それでは、議事に入ります。 

はじめに、「国土強靱化の今後の推進」について事務局より説明いたします。 

 

（岡村 国土強靱化推進室次長） 

それではご説明いたします。Ａ３の資料１、１ページをご覧ください。 

今年も全国で災害が多発いたしました。令和５年のこれまでの自然災害をま

だ少々早いタイミングではありますが、総括して、その特徴的な課題をピック

アップいたしました。 
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まず、左側をご覧ください。 

８月のお盆休みに、台風第７号が日本列島を横断いたしました。 

このため、東海道新幹線に運転見合わせ等が発生し、影響が 50万人に及ぶ

など、帰省やレジャー等に大きな混乱が生じました。 

東海道新幹線は、土構造区間が長いことから、「降雨運転規制値」が低く、

近年の激甚化する豪雨に対して、運休しやすくなっております。 

こうしたことなどを踏まえ、中段の赤枠に記載のとおり、災害に強いリニア

中央新幹線の早期開業を実施し、ダブルネットワークを形成することで、自然

災害等による影響の最小化、開業 60年目を迎えた東海道新幹線の大規模改修

の実施を図る必要がございます。 

次に右上をご覧ください。 

８月上旬に、沖縄地方を台風第６号が長期間にわたり迷走いたしました。こ

れに伴う、長期間の暴風雨などの影響により、沖縄県では電柱の倒壊などで８

日間に渡る停電、及び断水や通信障害が発生し、観光シーズンでの経済被害と

なりました。 

このため、優先度をつけて無電柱化を加速化する必要がございます。 

右下をご覧ください。 

本年の梅雨前線や台風により、従来被災が比較的少なく、古くから保存され

てきた全国の国指定等の文化財の被災が約 200箇所にものぼっております。 

一方で、老朽化対策を実施済みであった箇所では、被害が発生していないな

ど、これまでの対策の効果も確認しております。 

このため、地域の貴重な文化財を守るために、被災箇所の復旧及び全国の文

化財の防災対策等を早期に実施する必要がございます。 
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次に２ページをご覧ください。 

これまでの国土強靱化の取組とその成果を示しております。 

左上は線状降水帯の予測精度向上に向けた取組です。 

上の図にありますように、気象レーダー等による水蒸気などの観測の強化、

スーパーコンピューター等の活用により、予測技術の高度化に取り組んでまい

りました。 

左下の表でありますけれども、今年は 23回の線状降水帯の発生を記録して

おります。 

「半日前の予測」の発表は 22回ございました。そのうち９回が実際に発生

ということで、適中率が約４割となります。     

一方、残りの 14回は、予測できずに発生したこととなり、いわゆる「見逃

し」ということとなります。この見逃し率は約６割となります。 

「半日前の予測」の今年の実績は、運用開始前の想定を上回っている状況で

はございますが、引き続き、更なる精度向上に努めてまいります。 

 左下は、土砂災害対策です。 

本年は既に全国で 1,300件以上の土砂災害が発生しておりますが、５か年加

速化対策等により砂防施設を整備済みの箇所では、重大な被害は確認されてお

りません。 

一方、近年 10年で土砂災害発生件数が 1.2倍になっていることも踏まえ、

引き続き事前防災対策を進めてまいります。 

右側は浸水被害防止対策です。 

 本年も全国各地で大雨が降りましたが、これまでに実施してきた国土強靱化

の取組の効果が確実に発揮されております。 
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５か年加速化対策等により、全国で実施してきたトラック約 1,800万台に相

当する量の河川の掘削や浚渫、ダムの事前放流の実施等により、下の表に記載

のとおりでありますが、過去の同じ規模の雨量が今年記録された河川でも、過

去の被害よりは大きく軽減している事例が積み重なってきております。 

 一方で、越水などによる浸水被害が発生した河川や氾濫 直前まで水位が上

昇した河川の数も多く、引き続き、内水対策などの課題も含めて、気候変動に

よる降雨量の増大などに備えた事前防災対策の強化が必要であります。 

３ページをご覧下さい。 

 左上は、地震対策の事例であります。 

 今年５月に、石川県珠洲市で、最大震度６強の地震が発生いたしましたが、

写真に示す吾妻橋など、耐震対策を実施した施設では、被害は生じておりませ

ん。 

上段中央と右側は、それぞれ橋梁の流出防止対策、道路の法面対策などの事

例であります。 

 写真はいずれも対策ができていなかった箇所での被災の事例でありますが、

実施済みの箇所では被害や通行止めは発生しておりません。 

引き続き、全国の緊急輸送道路などを中心に、これらの対策を実施していく

必要がございます。 

 下段をご覧ください。 

左側の二つの表には、近年の国内外における地震災害の情報を示しておりま

す。 

単純に比較しますと、日本の被害は圧倒的に少なくなっております。 

 一方で、右側の表にお示ししておりますように、地震の多い我が国では、震
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度７クラスの大規模地震である南海トラフ地震等に対して備える必要があり、

引き続き国土強靱化の取組の継続・加速化が必要でございます。 

続きまして４ページをご覧下さい。 

気候変動の影響もあり、海外においても豪雨災害が頻発しております。最近

の事例を３つお示ししてございます。 

左側は昨年９月のハリケーンによりアメリカに大きな被害が発生した事例、

中央は今年９月のリビアでの事例、右側は同じく９月のアメリカ・ニューヨー

クでの事例を示しております。 

いずれも、年間降水量に匹敵するか、月間降水量を大幅に上回るような降雨

により、被害が発生したものです。 

一番下には、参考に、これら海外事例と同時期に発生した日本国内の豪雨災

害事例をお示ししております。 

続いて資料２でございます。 

 こちらには、日本各地での、各府省庁による国土強靱化の取組を示しており

ます。今年の災害発生時でも、活躍したものもございます。 

 資料１の内容を含め、これまでの取組の効果や課題も踏まえ、国土強靱化の

取組を強力に推進してまいります。 

資料３につきましては、本年７月に策定した新たな「国土強靱化基本計画」

に基づき、関係府省庁が実施する国土強靱化の今後の取組を掲載させていただ

いておりますが、時間の都合上、具体の説明は割愛いたします。 

ご説明は以上です。 
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（松村 国土強靱化担当大臣） 

ただ今の説明に関連して、関係大臣より、国土強靱化の取組について報告し

ていただきます。 

まずは、自見沖縄及び北方担当大臣、お願いいたします。 

 

（自見沖縄及び北方担当大臣） 

 本年８月の台風６号により、沖縄県内では電柱の倒壊や電線の断線等が発生

し、広範囲かつ長時間にわたり停電被害があり、県民生活やリーディング産業

である観光産業などに多大な影響が生じました。 

 特に、他の地域からの支援が得られにくい離島は、停電が長引くほどに生活

が立ち行かなくなるおそれがあり、私も担当大臣として先月末に訪沖した際

に、御地元の皆さまから、離島における停電対策等の更なる加速化を求めるお

声を頂戴いたしました。 

 内閣府では、沖縄独自の高率補助を適用し、沖縄県における無電柱化の取組

を支援しているところでございますが、台風６号による被害状況や御地元での

こうした声を踏まえまして、関係省庁と連携しながら、沖縄の離島を中心とす

る無電柱化事業を加速化する必要性を認識したところでございます。 

 このため、離島地域の無電柱化事業の前倒しや、あるいは電線管理者に対す

る新たな支援の実施とともに、自治体や電線管理者に対する無電柱化推進計画

策定等における技術的助言を行う等、今回の経済対策で取組を強化することと

し、自治体・電線管理者等に対しても、無電柱化の推進を強力に働きかけてい

く予定でございます。 
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（松村 国土強靱化担当大臣） 

ありがとうございました。 

続いて、盛山文部科学大臣、お願いいたします。 

 

（盛山 文部科学大臣） 

文部科学省では、国土強靱化の取組として、学校施設や文化財などの対策、

防災・減災に資する研究開発等に取り組んでおります。 

資料５の２ページをご覧ください。 

これまで学校施設においては、構造体の耐震対策等を進めてきたことによ

り、令和５年石川県能登地方の地震では、大きな被害の発生はありませんでし

た。 

一方で、安全・安心な教育環境の確保に向けた老朽化対策や、避難所として

の防災機能を一層強化することが必要でございます。 

３ページをご覧ください。 

具体的な対策としましては、老朽化改修と共に、体育館への空調設置やトイ

レの洋式化などが進められております。 

４ページをご覧ください。 

文化財は、国民共有の財産・地域の誇りであり、地方創生、観光振興などの

原動力でもありますが、一度失われたら元には戻りません。 

これまでの防災対策により一定の効果は見られていますが、未対策の文化財

が全国各地に存在しており、文化財の修理、防火・耐震対策等の強靱化を緊急

かつ強力に実施する必要があります。 

５ページをご覧ください。 
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具体的な対策事例としては、石垣の老朽化対策により、本年の台風７号にお

いても被害を防ぐことができました。 

また、研究開発面では、令和６年に設置される火山調査研究推進本部の体制

整備等のため、地震津波火山観測網の更新、機能強化など、今後も、これらの

国土強靱化の取組を着実に進めてまいります。以上です。 

 

（松村 国土強靱化担当大臣） 

ありがとうございました。 

続いて、斉藤国土交通大臣、お願いいたします。 

 

（斉藤 国土交通大臣） 

 先ほど国土強靱化推進室より説明があったとおり、これまでの取組みによ

り、一定の効果を発揮してきました。資料６の１ページ目にその効果事例につ

いて記載してございます。 

一方、対策が必要な箇所も多く残っており、また、気候変動に伴う降雨量の

増加も予測されていること等を踏まえ、取組みの強化が必要です。 

そのため、国土交通省としては、あらゆる関係者が協働して行う流域治水、

道路ネットワークの機能強化対策等による交通ネットワークの防災・減災対

策、次期静止気象衛星の整備等による線状降水帯・台風等の予測精度向上など

の取組みについて、資材価格の高騰等も踏まえつつ、引き続き進めてまいりま

す。 

また、これらを担う建設業において、優れた技能レベルや厳しい労働環境に

ふさわしい賃上げに取り組んでいく必要がございます。資料６の３，４ページ
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目に賃上げについて記載してございます。 

このため、賃金支払いの原資確保などの構造的な対策を、法令改正を含め講

じることとし、そのなかで、「標準的な労務費」を勧告し、下請業者まで適正

な労務費が確保された契約を徹底するとともに、資材価格が変動した際に、賃

金原資にしわ寄せをされないよう、請負代金の変更協議に関するルールを明確

化してまいります。 

最後に、東海道新幹線について、自然災害等による影響の最小化や、大規模

改修の実施のためにも、災害に強いリニア中央新幹線の早期整備によるダブル

ネットワークが形成されるよう、更に尽力してまいります。 

以上のとおり、国土交通省として、引き続き、国土強靱化の取組をしっかり

と進めてまいります。 

 以上です。 

 

（松村 国土強靱化担当大臣） 

ありがとうございました。 

本来であれば、すべての本部員からご発言をいただきたいところでございま

すが、時間の都合もあり、本日はここまでとさせていただきます。 

それでは、こうした状況を踏まえ、今後の対応方針について、岸田総理から

ご指示をいただきたいと思います。 

それでは、岸田総理、よろしくお願いいたします。 
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（岸田 内閣総理大臣） 

本日の会合において、関係大臣から、この夏の自然災害における課題とし

て、東海道新幹線の運休による影響、離島地域における停電の長期化、文化財

の被災などについて、説明がありました。 

この夏の被害の教訓を踏まえ、緊急に次の課題に取り組んでください。 

まず、開業 60年目を迎えた（注）東海道新幹線については、大規模改修を

行うためにも、また、降雨による運休の影響を最小化するためにも、災害に強

いリニア中央新幹線によってダブルネットワークを早期に形成する必要があり

ます。地域の理解を得つつ、整備に向けた環境を整えてください。 

沖縄の離島地域など優先度をつけて、コスト縮減を図りつつ、長期停電対策

として、無電柱化支援を拡充してください。 

また、かけがえのない文化財の保存に向け、被災文化財の復旧や防災対策、

これを加速してください。 

さらに、近年の線状降水帯の発生状況等を踏まえ、観測の強化・情報の高度

化に早急に取り組んでください。 

そして、これらの対策を現場で担い、「地域の守り手」となるのは、建設業

に携わる方々です。未来を支える担い手の確保・育成のため、賃上げ原資の確

保など構造的な対策について、次期通常国会に向けて、具体化を進めてくださ

い。 

国土強靱化、防災・減災の取組の効果は、本日のデータにあるように、着実

に表れています。国民の生命・財産・暮らしを守るため、「５か年加速化対

策」に基づき、経済対策に、これらの施策をしっかりと盛り込み、関係府省庁

一丸となって、強力に取組を進めてください。 
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以上です。 

 

（松村 国土強靱化担当大臣） 

ありがとうございました。 

岸田総理のご指示を踏まえ、関係各府省としっかり連携して、対応してまい

ります。 

それでは、本日の第 19回国土強靱化推進本部は、以上をもって終了いたし

ます。 

ありがとうございました。 

 

 

以上 

 

 

 

 

（注）「開業後 60年を経過した」と発言しましたが、正しくは「開業 60年目を

迎えた」です。 


